
平成２１年度事務事業の詳細評価（５０事業）の結果一覧

まず，第一段階評価として，「継続」か「廃止」かを決定しました。

次に，第二段階評価として，「継続」と判断した事業について，「改善」か「現行どおり」かを決定しました。

○原課評価 ○最終評価

《事務事業の方向性》 《事務事業の方向性》

区分 事業数 比率 区分 事業数 比率

継続 50 100% ○外部評価結果 継続 49 98%

廃止 0 0% （50事業のうち18事業を実施） 廃止 1 2%

合計 50 100% 《事務事業の方向性》 合計 50 100%

区分 事業数 比率

区分 事業数 比率 継続 17 94% 区分 事業数 比率

改善 31 62% 廃止 1 6% 改善 41 84%

現行どおり 19 38% 合計 18 100% 現行どおり 8 16%

合計 50 100% 合計 49 100%

区分 事業数 比率

改善 16 94%

現行どおり 1 6%

第一段階 第一段階

第一段階

第二段階 第二段階

第二段階

現行どおり 1 6%

合計 17 100%

○評価の判断基準等

《「事務事業の方向性（第一段階）」の考え方》

今後も事業を実施する必要性があるもの（継続の場合，第二段階の評価を行う）

下記のような理由により，今後，事業を実施する必要性が無くなったもの

ア 事業の対象が無くなったもの

イ 別の事業に完全に置き換えられるもの

ウ 市以外の者が実施した方がより効果的なもの

《「事務事業の方向性（第二段階）」の考え方》

事業の実施方法等を改善することで，更に事業効果の向上や効率化が期待できるもの

現在の事業の実施方法等を変更しても事業効果の向上が見込めないもの

事業の効果が現状より下がることが予測されるもの（現在の事業の手法等がベスト）

継続

廃止

改善

現行どおり
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第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
階

1

市
長
公
室

企画
経営
課
（行
政経
営
課）

自治体ベン
チマーク事
業

各施策の推進や各事務事業
の業務改善等に活用するた
め，人口，教育，環境等の各
指標を他自治体と比較するこ
とで市の現状，課題等を客観
的に把握する。

継続 改善 － － 継続 改善 各種指標について他の特例市等と比
較した資料を得ることができる有効な事
業のため，「継続」とする。
他市と比較しつくば市が優れている部

分や劣っている部分を分析し，所管課
等がその理由を把握し，必要な改善を
行うなど，比較結果の有効活用を図る
こと。

2

市
長
公
室

広報
広聴
課

広報紙への
有料広告掲
載事業

新たな財源の確保及び経費
の縮減を図るため，つくば市
内の民間企業等の広告を広
報誌に掲載する。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 広報紙発行における財源確保の観点
から「継続」とする。
有料広告の効果が一層高まるよう，

広報紙の役割，内容の質を保持しつ
つ，広報紙発行経費の縮減が図れるよ
う工夫すること。

平成２１年度事務事業の詳細評価（５０事業）の結果一覧

事
業
№

部
等
名

課
等
名

事務事業名 事業目的及び事業概要

原課評価
事業の方向性

外部評価
事業の方向性

外部評価理由・意見

最終評価
事業の方向性

最終評価理由・意見

事業費：３７６千円

（うち人件費：３７６千円）

事業費：１，４４３千円

（うち人件費：７５３千円）
室 う工夫すること。

3

都
市
建
設
部

ＴＸ･
まち
づくり
推進
課
（ＴＸ
まち
づくり
推進
課）

沿線コミュ
ニティ支援
事業

ＴＸ沿線の防犯団体・小中学
校PTA等の団体の交流，形成
を促し，地域による安心安全
なまちづくりの実現を目指すた
め，地域の住民主体で行う各
駅のイルミネーション設置や
点灯式の企画・運営を支援す
る。

継続 改善 － － 継続 改善 各駅周辺の新旧住民の交流や自治
会活動を活性化し，まちづくり協議会の
支援事業にもなっているため，「継続」と
する。
事業後のコミュニティ形成の状況を検

証し，課題等を整理しながら進めていく
こと。

4

市
長
公
室

企画
経営
課
(政策
審議
室)

つくばりんり
んロード利
活用に関す
る事務

土浦市川口～桜川市犬田間
約４０キロメートルの筑波鉄道
廃止跡地を利用した「つくばリ
ンリンロード」の知名度向上や
利活用の促進と共に，その沿
線地域の魅力を幅広くＰＲす
るため，フォトコンテストを実施
する。

継続 改善 － － 継続 改善 つくばりんりんロードの知名度向上と
利活用の促進のため，「継続」とする。
協議会で行うＰＲとともに，筑波山観

光と関連づけるなど，市独自のＰＲ方法
を検討すること。また，協議会への負担
金を含め事業内容等についても検討す
ること。

事業費：３７６千円

（うち人件費：３７６千円）

事業費：１，４４３千円

（うち人件費：７５３千円）

事業費：７，６３０千円

（うち人件費：６，８７８千円）

事業費：９５２千円

（うち人件費：７５２千円）
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第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
階

事
業
№

部
等
名

課
等
名

事務事業名 事業目的及び事業概要

原課評価
事業の方向性

外部評価
事業の方向性

外部評価理由・意見

最終評価
事業の方向性

最終評価理由・意見

5

市
長
公
室

環境
都市
推進
室

環境都市づ
くり推進事
業

2030年までに市民１人当たり
の二酸化炭素排出量を50％
削減し，世界全体の二酸化炭
素削減に寄与するため，「つく
ば環境スタイル」を推進し，そ
の取り組みを国内外に発信・
普及する。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
環境都市づくりを推進する中

で，中核をなす市の果たす役
割は大きいため，「継続」とす
る。今後も，より積極的に実施
していただきたい。
・第二段階評価
事業の全体の目標をより具

体化・明確化し，目標の達成
状況を数値指標を用いて，厳
格に評価し，市民，企業，行政
に対し見える形で，数値目標
を検証すべきである。さらに，
他事業推進部署との連携を強
化する必要がある。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 地球温暖化対策推進法に基づく地方
自治体実行計画に繋がる事業であり，
低炭素社会を目指す上で市の果たす
役割は大きいため，「継続」とする。
事業を実効性のあるものにするため，

数値目標は，市民，企業，研究機関等
で，それぞれに設定し，適切な進行管
理を行うなど，より具体的で明確な仕組
みが必要である。また，他部署との連
携を強化すること。

東京 産学官連携 つくばの研究・教育機関と，都 継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価 継続 改善 つくばの研究・教育機関と都内あるい

事業費：３７，７５０千円

（うち人件費：２５，３２１千円）

事業費：８，０４０千円

（うち人件費：４，８９９千円）

6

市
長
公
室

東京
事務
所

産学官連携
事業

つくばの研究・教育機関と，都
内あるいはTX沿線の企業との
ビジネスチャンスの契機とする
ため，「つくば産産学連携促進
市ｉｎアキバ」を開催し，産学官
連携の促進とつくば市のイ
メージアップを図る。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
産業振興の一環として，市内

研究機関等と企業等の連携を
創出する機会は必要と考えら
れるため，「継続」とする。
・第二段階評価
事業の成果，目標を明確にし

ていただきたい。参加企業，研
究機関，一般の方々，東京の
企業の方々をしっかりとモニタ
リングをして，そこにあるニー
ズを探っていくこと。それをこの
事業の中に反映させて，新た
な目標を設定することで，更に
事業効果の向上が期待できる
と考える。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 つくばの研究・教育機関と都内あるい
はTX沿線の企業との連携の創出や市
のイメージアップに必要なため，「継続」
とする。
具体的な成果が見えにくい事業なの

で，目標と成果を明確に設定，検証す
る。また，参加企業，研究機関等に対
するアンケート調査の質問内容をより
充実させ，その結果を反映させること
で，参加者やつくば市にとって効果的な
イベントとする必要がある。

事業費：３７，７５０千円

（うち人件費：２５，３２１千円）

事業費：８，０４０千円

（うち人件費：４，８９９千円）
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階

第一段
階

第二段
階
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第二段
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事務事業名 事業目的及び事業概要
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事業の方向性

最終評価理由・意見

7
総
務
部

総務
課

私学振興に
関する事務

私学振興のため，「つくば市教
育特区」に基づき学校設置の
申請をした株式会社に対し
て，設置の認可及び設置後の
学校の管理指導を行う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 現行ど
おり

構造改革特別区域法に基づき実施し
ている事業であり，「継続」とする。
審議会におけるヒアリング内容の充実

により，学校の教育内容や経営状況を
より正確に把握し，適正に学校運営が
行えるように指導することで，認可自治
体としての管理義務を果たすこと。

8
総
務
部

人事
課

作業服支給
事業

職員の作業効率と安全性の
向上を図るため，作業を主と
する建設・事業課等職員に，
作業服を支給する。

継続 改善 － － 継続 改善 業務の安全・衛生面及び効率化に必
要なため，「継続」とする。
他市町村の支給間隔や社会状況等を

踏まえ，支給基準の定期的な見直しを
図ること。

情報 情報ネット 情報通信に関する知識の普 継続 改善 廃止 － ・第一段階評価 廃止 － 各家庭のインターネット環境の普及に

事業費：８７１千円

（うち人件費：７６４千円）

事業費：３，２５０千円

（うち人件費：１，５０５千円）

事業費：１８，４０６千円

（うち人件費：７，５２７千円）

9
総
務
部

情報
ネット
ワー
クセ
ン
ター

情報ネット
ワークセン
ター運営業
務

情報通信に関する知識の普
及等を図るため，会議室等の
維持及び貸出や市民が自由
に使えるインターネットパソコ
ンを提供する。

継続 改善 廃止 － ・第一段階評価
インターネット環境の普及に

より，当該施設の一般利用に
関しては，一定の役割が終え
たと考えられるため，「廃止」と
する。今後は，新しいＩＴ産業の
支援をするような施策など，施
設の有効活用を検討していた
だきたい。

廃止 － 各家庭のインターネット環境の普及に
伴い，所期の目的が達成されたため，
「廃止」とする。ただし，今後，新しいIT
産業を支援するような施策など，補助
金の目的を考慮しながら施設の有効な
活用方法を検討すること。

10
財
務
部

財政
課

主要施策の
成果等報告
事業

議会及び市民に対する説明責
任を果たすため，決算を議会
に付する際に，主要施策の成
果を説明する資料を作成し提
出する。

継続 改善 － － 継続 改善 法定事業のため「継続」とする。
ただし，説明責任を果たすため，ホー

ムページのほかに広報紙に掲載するな
ど，より多くの市民に周知できるように
する。さらに，記載内容を統一するな
ど，より充実した分かりやすい内容にす
ること。

事業費：８７１千円

（うち人件費：７６４千円）

事業費：３，２５０千円

（うち人件費：１，５０５千円）

事業費：１８，４０６千円

（うち人件費：７，５２７千円）

事業費：１，７５９千円

（うち人件費：１，５０５千円）
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階

第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
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事業の方向性

最終評価理由・意見

11
財
務
部

管財
課

バス運行管
理事業

庁内各部署の実施事業にお
ける送迎のため，行政バスの
配車運行管理を行う。

継続 改善 － － 継続 改善 各種事業を実施する上で必要なた
め，「継続」とする。
ただし，長期的な視野で他のバスを含

めた，全体的なマネジメントが必要であ
る。使用頻度や用途，安全性，維持管
理費等を把握し，所有台数の削減等を
検討すること。

12
財
務
部

納税
課

納税相談事
業

納付困難な方や課税・納税に
疑問等をいだいている納税者
に対して，御理解，御協力を
いただき完納へと導くため，納
税相談を実施する。

継続 現行ど
おり

継続 現行ど
おり

・第一段階評価
納税者に対する相談の場

は，必要不可欠なため，「継
続」とする。
・第二段階評価
相談から徴収業務への連携

がうまくできていることから，
「現行どおり」とする。

継続 現行ど
おり

滞納者の実情は様々であり，相談事
業は必要不可欠なため，「継続」とす
る。
引き続き，相談事業から徴収事業へ

の円滑な移行につながるよう，課内・他
課・他組織とノウハウや情報を共有しな
がら，事業を展開すること。

事業費：５，７４６千円

（うち人件費：２，７４６千円）

事業費：４０，１６７千円

（うち人件費：３７，６３５千円）

13
財
務
部

資産
税課

都市計画税
の賦課に関
する事務

都市計画法に基づいて行う都
市計画事業，又は土地区画整
理法に基づいて行う土地区画
整理事業に要する費用に充て
るため，対象区域内の土地及
び家屋の所有者へ適正に賦
課する。

継続 改善 － － 継続 改善 都市計画税は，都市インフラの着実な
整備に必要であることから，「継続」とす
る。
下水道整備課と連絡を密にし，都市

計画税について理解を得られるよう，広
報等を推進すること。また，適正かつ効
率的な課税事務を行うこと。

14
市
民
部

市民
活動
課

平和体験教
室

市内小学生を対象に，恒久の
平和の大切さを学習するた
め，過去の悲惨な戦争の歴史
を振り返る平和体験教室や体
験報告を行う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 恒久平和の大切さを学習する事業で
あるため，「継続」とする。
小学生の体験学習を多くの児童と共

有するため，学習記録を報告書にまと
め市内小学校で活用していくなど改善
が必要である。
全児童を対象とした平和教育授業に

ついて，教育委員会と連携して，より充
実した内容となるよう検討していくこと。

事業費：５，７４６千円

（うち人件費：２，７４６千円）

事業費：４０，１６７千円

（うち人件費：３７，６３５千円）

事業費：１５，１９６千円

（うち人件費：６，１０７千円）

事業費：８５９千円

（うち人件費：７５３千円）

5



第一段
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階

第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
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事業の方向性

最終評価理由・意見

15
市
民
部

国際
課
（国
際文
化
課）

国際交流員
の配置

在住外国人等に対して，通訳
や情報提供などの支援を行う
ため，国際交流員を配置す
る。

継続 改善 － － 継続 現行ど
おり

在住外国人等への行政情報提供・支
援は行政サービスの一環として必要で
あるため，「継続」とする。
国際交流員の雇用について，報酬を

上げることが資質の高い交流員の確保
に結びつくとは考えにくいため，「現行
どおり」とする。

16
市
民
部

生涯
学習
課

つくばサイ
エンスラボ
事業

市内の子ども達に，つくば市
の特性である科学や自然な
ど，自分達の住む地域の素晴
らしさを再認識してもらうた
め，また同時に，ＴＸ沿線の子
ども達との交流を図るため，各
ツアーを実施する。

継続 改善 － － 継続 改善 筑波山や科学の街つくばについて学
びながら，子供たちの交流が図られて
いるため，「継続」とする。
シティセールス，観光，健全育成，都

市間交流等，誰のための事業なのか，
何のための交流なのか，生涯学習の一
環なのかわかりづらい。事業目的，効
果を検証した上で，実施方法等，今後
の方向性を検討すること。

事業費：４，０８４千円

（うち人件費：５２７千円）

事業費：４，８０３千円

（うち人件費：４，３３９千円）

17

環
境
生
活
部

生活
安全
課

違法駐車防
止啓発活動

違法駐車を原因とする交通事
故や緊急車両通行の妨げを
防止するため，定期的な市内
巡回，広報紙による違法駐車
防止啓発記事の掲載等を行
う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 警察や関係機関との連携により，総
合的な交通安全対策を推進する事業で
あるため「継続」とする。
他の類似事業（交通安全推進指導事

業，違法駐車防止立て看板設置事業
等）との統合を検討し，より効果的，効
率的に事業を行うこと。

18

環
境
生
活
部

生活
安全
課

住宅防犯診
断サービス
事業

住宅等における自主防犯対策
の知識習得や意識の高揚を
図るため，診断サービスの広
報，実施等を行う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 市民の関心が高まり，防犯対策の向
上が図られるため，「継続」とする。
区会単位での講習会や，自己診断手

法の確立により，防犯意識をさらに高
め，自主防犯を促進すること。

事業費：４，０８４千円

（うち人件費：５２７千円）

事業費：１，５６３千円

（うち人件費：１，１２９千円）

事業費：４，８０３千円

（うち人件費：４，３３９千円）

事業費：１，８０９千円

（うち人件費：１，５８１千円）
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19

環
境
生
活
部

環境
保全
課
（環
境
課）

環境美化推
進事業

市民・事業者・市が協働して清
潔できれいなまちづくりを推進
するため，環境美化活動(イベ
ント)の実施，歩行喫煙等禁止
指導，環境美化活動の物品提
供等を行う。

継続 改善 － － 継続 改善 環境美化意識を向上させ市民の自立
的活動の促進を図るため，「継続」とす
る。
定期的な啓発や清掃物品の支援によ

り意識向上を図り，各地域で活動が自
主的に行われるよう，より積極的な事
業展開を図るべきである。

20

環
境
生
活
部

環境
政策
課
（環
境
課）

住宅用高効
率給湯器設
置補助事業

地球温暖化対策の一環とし
て，温室効果ガスの一つであ
る二酸化炭素の排出量削減と
エネルギー資源を節約するた
め，高効率タイプの給湯器へ
の買い換えや新築住宅への
設置を補助する。

継続 現行ど
おり

継続 改善 ・第一段階評価
つくば環境スタイルの一環で

もあり，ＰＲ効果もあることか
ら，「継続」とする。
・第二段階評価
つくば環境スタイルとの関連

を明確にして，進めていく必要
がある。また，補助を出した家
庭からモニタリングなり，状況
を報告させて，それを広く周知

継続 改善 地球温暖化対策の一環として，市民
等の環境・省エネルギー意識の向上と
対策が図られているため，「継続」とす
る。
つくば環境スタイルとの関連を明確に

して進めていく必要がある。また，補助
を出した家庭にモニタリングをさせ，状
況を報告させて，それを広く周知する。
それによって，市民や企業も含めて市
全体の環境・省エネルギーに対する意

事業費：１２，０３４千円

（うち人件費：８，８１４千円）

事業費：１２，８８２千円

（うち人件費：４，９５２千円）

（県支出金：３，４２０千円）

部
を報告させて，それを広く周知
する。それによって，市民や企
業も含めて市全体の環境・省
エネルギーに対する意識を高
めていただきたい。
以上のことから「改善」とす

る。

全体の環境・省エネルギーに対する意
識向上を図るようなしくみづくりを検討
すること。

事業費：１２，０３４千円

（うち人件費：８，８１４千円）

事業費：１２，８８２千円

（うち人件費：４，９５２千円）

（県支出金：３，４２０千円）
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21

環
境
生
活
部

廃棄
物対
策課
（リサ
イク
ル推
進
課）

ＢＤＦ(バイ
オディーゼ
ル燃料)精
製事業

地球温暖化防止をはじめ資源
の有効活用，河川や湖沼の水
質汚濁防止のため，家庭用の
使用済み天ぷら油を回収し，
バイオディーゼル燃料を精製
して，幼稚園送迎バスなどで
軽油の代替燃料として使用す
る。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
平成21年度からの新規事業

であり，資源の有効活用という
面から「継続」とする。
・第二段階評価
つくば環境スタイルとの関連

を明確にして，進めていく必要
がある。また，精製した燃料
は，古い年式の車両にしか使
用できないという制約もあるの
で，用途の拡大をしっかり検討
していただきたい。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 家庭用の使用済み天ぷら油を，軽油
の代替燃料として有効活用する地球温
暖化対策事業であるため，「継続」とす
る。
ごみ収集委託業者の車両の代替燃

料とするなど，精製した燃料の使用車
両の拡大を図ること。

社会
福祉
課

つくば市民
生委員児童
委員連絡協

民生委員児童委員及び主任
児童委員の資質向上のため，
つくば市民生委員児童委員連

継続 現行ど
おり

継続 改善 ・第一段階評価
連絡協議会は，各地区にお

ける委員の連絡調整や資質向

継続 改善 各地区協議会の連携強化や，相談内
容が，複雑化，多様化しており，問題解
決が困難になってきており，各地区に

事業費：７，０５３千円

（うち人件費：３，０１１千円）

事業費：１，８３５千円

（うち人件費：１，５０５千円）

22

保
健
福
祉
部

課 委員連絡協
議会調整事
務

つくば市民生委員児童委員連
絡協議会の理事会，研修等の
開催や６地区民生委員児童委
員協議会の連絡調整を行う。

ける委員の連絡調整や資質向
上の場として必要であるため，
「継続」とする。
・第二段階評価
民生委員の方が働きやすく

なるよう，また，協議会が活性
化するよう方策を検討していた
だきたいため，「改善」とする。

決が困難になってきており，各地区に
おける委員の相談能力等の向上と平準
化の必要があることから，「継続」とす
る。
協議会の活性化や研修内容を充実さ

せる必要がある。また，委員自身が相
談できるような場（組織）の設置を検討
すること。

事業費：７，０５３千円

（うち人件費：３，０１１千円）

事業費：１，８３５千円

（うち人件費：１，５０５千円）
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23

保
健
福
祉
部

社会
福祉
課

各地区民生
委員児童委
員協議会調
整事務

各民生委員児童委員及び主
任児童委員の資質向上のた
め，各地区民生委員児童委員
協議会の定例会及び事項別
研修・視察研修等を企画立案
する。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
協議会自体は，委員の資質

向上を図る場として必要である
ため，「継続」とする。
・第二段階評価
新たなニーズに対応できるよ

うな研修を取り入れるなど，資
質向上を図っていただきたい
ため，「改善」とする。

継続 改善 各地区の協議会は，委員の資質向上
を図る場として必要なため，「継続」とす
る。
新たなニーズに対応できるような研修

を取り入れるなど，委員の資質向上を
図ること。

24

保
健
福
祉

社会
福祉
課

民生委員推
薦会事務

民生委員児童委員及び主任
児童委員として適正な人材を
県に推薦するため，欠員が生
じた時や一斉改選時に選考を
行う。

継続 現行ど
おり

継続 改善 ・第一段階評価
法律に基づき実施している事

業のため「継続」とする。
・第二段階評価
人材確保について，新しいリ

クルートの方法も検討していた

継続 改善 法律に基づき実施している事業のた
め，「継続」とする。
人口増加地区の問題や人材不足の

問題に関して，公募制度などの新しいリ
クルート方法を検討すること。

事業費：３９，４８８千円

（うち人件費：１１，２９１千円）

事業費：２４２千円

（うち人件費：１５１千円）

祉
部

クルートの方法も検討していた
だきたいため，「改善」とする。

25

保
健
福
祉
部

障害
福祉
課

ｽﾎﾟｰﾂ教室
事業

障害者（児）の体力増強・交
流・余暇活動等の充実を図る
ため，スポーツ教室の開催や
施設の予約業務等を行う。

継続 改善 － － 継続 改善 障害児が学校以外でスポーツ活動に
参加できる機会を創出するなど，有意
義な事業であるため，「継続」とする。
障害児の参加者数が少ないので，事

業内容や募集方法を工夫し，障害児の
参加者数を増加させることが必要であ
る。また，ノーマライゼーションの理念
が先行することで，事業対象者や目的
が不明瞭にならないように考慮するこ
と。

事業費：３９，４８８千円

（うち人件費：１１，２９１千円）

事業費：２４２千円

（うち人件費：１５１千円）

事業費：９９４千円

（うち人件費：５６７千円）

（国県支出金：３２１千円）
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26

保
健
福
祉
部

高齢
福祉
課

敬老福祉大
会事業

７０歳以上の高齢者に対し，
長寿を祝福し敬老の意を表す
るとともに，高齢者の健康づく
りや社会参加を促進するた
め，敬老福祉大会を実施す
る。

継続 改善 － － 継続 改善 高齢化社会を迎え，高齢者の生きが
いづくりや社会参加を促進するため，
「継続」とする。
主管課が23年度以降に計画してい

る，会場を２か所に集約する事業の方
向性は，有効と考える。また，将来的な
高齢者の増加に伴う会場問題は，開催
日数を増やすなどの対応を検討するこ
と。小学校区や自治会による開催は，
他市町村などの状況を調査して慎重に
検討する必要がある。

27

保
健
福
祉

高齢
福祉
課

長寿をたた
える事業

高齢者を敬愛する意識の啓発
を図り，88歳，100歳以上の誕
生日を迎える高齢者の長寿を
たたえるため，褒状を贈呈す
る。

継続 改善 － － 継続 改善 高齢者の長寿をたたえ，敬愛する意
識を啓発するため，「継続」とする。
事業の目的を考慮すると，褒状等の

贈呈について，多少非効率でも直接
会って手渡すことは意義がある。した
がって，将来的な高齢者の増加による
配付の負担に対しては，部の管理職だ

事業費：１９，３３０千円

（うち人件費：６，９３８千円）

事業費：２，６８６千円

（うち人件費：１，９３１千円）

祉
部

配付の負担に対しては，部の管理職だ
けではなく，人員の拡大も検討するこ
と。

28

保
健
福
祉
部

高齢
福祉
課

茎崎憩いの
家管理運営
事業

市民に憩いの場を提供し，福
祉の増進に寄与するため，本
施設の管理・貸出し業務を行
う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 市民にとって憩いの場は必要であるこ
とから，「継続」とする。
近年，年間利用者数が横ばいである

ため，広報紙などでPRを行い，利用者
の増加を図るべきである。また，今後の
利用状況を見ながら，施設のあり方に
ついても検討すること。

29

保
健
福
祉
部

こど
も課

子どもの遊
び場設置事
業

子どもに安全な遊び場を与
え，心身の健全な発達に資す
るため，区会等が行う子ども
の遊び場の遊具の設置及び
修繕に要する経費に対し補助
金を交付する。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 現行ど
おり

子ども達の安全な遊び場の確保に一
定の効果があるため，「継続」とする。
引き続き，区会等が維持管理する遊

具等への設置，修繕補助を実施するこ
と。

事業費：１９，３３０千円

（うち人件費：６，９３８千円）

事業費：２，６８６千円

（うち人件費：１，９３１千円）

事業費：６，６００千円

（うち人件費：１，５０５千円）

事業費：１，２７５千円

（うち人件費：７５３千円）
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30

保
健
福
祉
部

子育
て支
援室

要保護児童
対策地域協
議会の運営

要保護児童等の早期発見及
び適切な保護や支援を図るた
め，関係機関，団体及び関係
者で情報交換や支援内容に
関する協議を行う。

継続 改善 － － 継続 改善 児童福祉法で協議会設置の努力義
務があり，児童虐待防止等に不可欠な
事業のため，「継続」とする。
当協議会の構成員に欠けている人権

擁護に関係する法務局からの加入を推
進すること。また，先進自治体の情報収
集や研修を充実させて構成員の専門性
を高め，より効果的な運営に努めるこ
と。

保

健康
増進
課

つくば
ウォークの
日事業

運動習慣づくりを通して市民
の健康意識を高め，生活習慣
病や介護予防等に役立てると
同時に，医療費削減につなげ
ていくため，ミニ健康講話や
ウォーキング等の啓発イベン
トを実施する。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
平成21年度からの新規事業

であり，市民の健康増進に寄
与するため，「継続」とする。
・第二段階評価
健康増進という目的をより明

確にして対象を高齢者に絞る
など，類似事業との差別化を

継続 改善 市民が気軽に参加でき，また生活習
慣病予防等に寄与する事業のため，
「継続」とする。
運動普及推進員等のさらなる協力を

得ながら各地域で小グループによる活
動が自主的に行われるよう，事業を進
めること。

事業費：１，１４５千円

（うち人件費：１，１２９千円）

事業費：７，５４６千円

（うち人件費：６，６１１千円）

31

保
健
福
祉
部

など，類似事業との差別化を
図った方が良い。また，健康マ
イレージ事業がインセンティブ
となるようにすること。歩く人の
意識を高めて，単なるウォーク
イベントで終わらないようにす
ること。ヘルシーツーリズムは
別の事業として実施することを
検討していただきたい。
以上のことから「改善」とす

る。

事業費：１，１４５千円

（うち人件費：１，１２９千円）

事業費：７，５４６千円

（うち人件費：６，６１１千円）
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第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
階

第一段
階

第二段
階

事
業
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名
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等
名
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事業の方向性

最終評価理由・意見

32

保
健
福
祉
部

健康
増進
課

こころの相
談事業(相
談,電話,家
庭訪問等）

精神疾患や精神的不健康状
態にある人の悪化を防ぐた
め，適切な相談指導を行い，
社会復帰及び自立を支援す
る。

継続 改善 － － 継続 改善 時代のニーズにあった現代社会に欠
かせない事業のため，「継続」とする。
当該事業について市民に広く周知し，

利用促進を図ること。また，障害者自立
支援法に基づく類似事業があることか
ら，事業内容等を精査すること。

33

保
健
福

国保
年金
課

国民年金広
報事業

年金制度への理解と関心を高
めて，年金未加入者や年金保
険料未納者を減らすため，広
報誌やパンフレットを活用して
ＰＲする。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 市民に年金制度の理解と関心を促す
ことは重要なため，「継続」とする。
市民が市政情報の入手手段の割合

が最も高い市広報紙やホームページな
どのさらなる活用を図り，引き続きＰＲ
に努めること。

事業費：５，２８１千円

（うち人件費：４，８２８千円）

事業費：２，１９３千円

（うち人件費：１，５０５千円）

33 福
祉
部

に努めること。

34
経
済
部

農業
課

福来みかん
栽培振興事
業

観光客を誘引し地域の活性化
及び果樹振興を図るため，筑
波地区の小学校の卒業生を
対象に福来みかんの苗木を
配布し各家庭等に植樹しても
らう。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
平成21年度からの新規事業

であり，福来みかんの里形成
に向けて数年は「継続」とする
必要がある。
・第二段階評価
地域文化を子供に理解させ

る活動は，地域振興の面から
も良いと思うが，景観とか観光
客の誘致という観点から庁内
横断的に推進していただきた
い。また，植樹後の追跡調査
を行うなど，事業効果を検証し
ていく必要がある。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 平成21年度からの新規事業であり，
福来みかんの里が形成されれば，観光
客の誘引にも効果があるため，「継続」
とする。
配布する意図の浸透を図るとともに，

効果の観点から，広く薄く配布するので
はなく，地域を限定してより目立たせ
る，際立てるというようなことを検討する
必要がある。

事業費：５，２８１千円

（うち人件費：４，８２８千円）

事業費：２，１９３千円

（うち人件費：１，５０５千円）

事業費：１，１４９千円

（うち人件費：７５３千円）
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第二段
階

第一段
階

第二段
階

第一段
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第二段
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事業の方向性

最終評価理由・意見

35
経
済
部

土地
改良
課

一般単独農
道整備事業

農作物等の輸送や移動の円
滑化を促進し，農業経営の安
定化と農村環境の改善を図る
ため，未舗装等の農道整備を
行う。

継続 現行ど
おり

継続 改善 ・第一段階評価
事業は「継続」とする。

・第二段階評価
一度凍結して事業の必要性

を再検討しても良い。また，整
備する際は，市の選定基準を
きちんと決めて実施すべきで
ある。さらに，事業の効果測定
を行い，事前と事後による具
体的な効果を出していただき
たい。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 農業生産基盤の整備を推進しなが
ら，継続的な農業生産活動の促進を図
るため，「継続」とする。
事業実施後の効果を検証の上，整備

箇所の選定基準を定め計画的に実施
すること。

36
経
済

産業
振興
課

つくば産業
創出支援補
助金

市内における創業や事業の革
新等を推進し，産業の活性化
及び雇用の創出を図るため，
新規事業に取組む等やる気
のある中小企業者や起業者を

継続 現行ど
おり

－ － 継続 現行ど
おり

産業振興，雇用促進の観点から中小
企業の支援に必要な事業であるため，
「継続」とする。
企業ニーズや経済情勢を踏まえて，

補助金の種類や交付要件などの見直

事業費：９６，３５３千円

（うち人件費：１０，５６５千円）

事業費：１７，９６６千円

（うち人件費：２，２５８千円）

36 済
部

のある中小企業者や起業者を
支援する。

補助金の種類や交付要件などの見直
しを行うこと。また，PRをもっと積極的に
行う必要がある。

37
経
済
部

観光
物産
課

観光協力の
家事業

観光振興の一環として，筑波
山麓を散策する観光客の利便
性を図るため，周辺の民家に
おいて気軽に休憩できる場所
を提供すると共に，お茶やトイ
レの提供を行う。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
少ない予算で費用対効果は

大きい。観光振興の面でも，市
が積極的に進めるべきである
ため，「継続」とする。
・第二段階評価
観光協力の家を市報等でＰＲ

しながら，予算を含め，拡大充
実を図っていただきたいため，
「改善」とする。

継続 改善 少ない予算で費用対効果は大きい。
観光振興の面でも，市が積極的に進め
るべき事業であるため，「継続」とする。
利用者数の把握，ＰＲの拡充，効果の

検証を実施しながら，事業の拡大等を
判断していくこと。

事業費：９６，３５３千円

（うち人件費：１０，５６５千円）

事業費：１７，９６６千円

（うち人件費：２，２５８千円）

事業費：１６５千円

（うち人件費：７５千円）

13



第一段
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第二段
階

第一段
階

第二段
階

第一段
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等
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事業の方向性

最終評価理由・意見

38
経
済
部

豊里
ゆか
りの
森

ゆかりの森
管理運営事
業

周辺の地域資源を活用した体
験・滞在型余暇活動の場を提
供するため，敷地内平地林の
保全に努めながら，施設の管
理運営を行う。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
市民等の余暇活動の場とし

て活用されているため，「継
続」とする。
・第二段階評価
類似施設があることから，各

施設の目的，コンセプト等につ
いて，話し合いの場を設けて，
それぞれの施設の特色を出し
ていくべきである。例えば，本
施設は市として，つくば市民の
ための文化教育活動拠点の
施設として位置づけてもよいか
もしれない。また，将来の維持
管理費等を考え，民間に任せ
ることや売却を含め，施設の
在り方等の方針について検討
すべきである。

継続 改善 市民の余暇活動の場として活用され
ているため，「継続」とする。
施設ごとの利用実績・実態をよく検証

して，それぞれの施設のあり方，必要
性を検討すべきである。その上で，不要
な施設は廃止するなどし，維持管理費
等の削減や増収を図ること。

事業費：７１，１８９千円

（うち人件費：２２，６９６千円）

すべきである。
以上のことから「改善」とす

る。

39
経
済
部

筑波
ふれ
あい
の里

ふれあいの
里管理運営
事業

筑波山麓の豊かな自然環境
の保全や活用を通じて，学童
や都市生活者及び市民等が
農業に対する理解を深め，都
市と農村の交流を図るため，
施設の管理運営を行う。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
市民等の交流や憩いの場と

して活用されているため，「継
続」とする。
・第二段階評価
類似施設があることから，各

施設の目的，コンセプト等につ
いて，総合調整を行い，特色を
出していくべきである。例え
ば，本施設は，筑波山麓にあ
る点を活かし，県外利用者の
観光拠点として捉えるのも，一
つの案として考えられる。ま
た，将来の維持管理費等を考
え，民間に任せることや売却を
含め，施設のあり方等の方針
について検討すべきである。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 市民等の交流や憩いの場として活用
されているため，「継続」とする。
市内在住者利用の実態を把握し，将

来の維持管理費等を考慮の上，民間に
任せることや売却を含め，施設のあり
方等の方針について検討すべきであ
る。

事業費：７１，１８９千円

（うち人件費：２２，６９６千円）

事業費：７８，３９６千円

（うち人件費：１５，１０９千円）
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階
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階
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階
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40

都
市
建
設
部

都市
計画
課

景観形成事
務事業

市街地景観の向上及び市民
等の景観意識の向上を図るた
め，景観法による景観協定等
の締結，パンフレット等の啓発
活動，職員の専門研修，先進
地事例調査等を行う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 現行ど
おり

市街地景観や職員の景観知識の向
上が図られるため，「継続」とする。
時間をかけて成果を確認，検証しな

がら，他市事例なども参考にし，景観形
成事業の充実を図ること。

都

都市
施設
課

水堀川防災
調節池管理
事業

水堀川防災調整池の景観及
び機能を維持し，市民に潤い
と憩いの場として提供するた
め，科学技術博覧会記念公園
及び御幸が丘２号緑地と一体

継続 現行ど
おり

－ － 継続 現行ど
おり

施設が適正に管理されることで，市民
の安全な利用が図られているため，「継
続」とする。
引き続き，市民が安全に利用できるよ

う適切に管理を行うこと。

事業費：３，３５３千円

（うち人件費：２，７０２千円）

事業費：１３，２９４千円

（うち人件費：３７６千円）

41

都
市
建
設
部

及び御幸が丘２号緑地と一体
的に維持管理を行う。

う適切に管理を行うこと。

42

都
市
建
設
部

建築
指導
課

建築確認支
援システム
事業

良好な建物及び住環境の整
備・保全等を進めるにあたり，
迅速な事務処理かつ蓄積
データの効果的な活用のた
め，当システムを運用する。

継続 改善 － － 継続 改善 建築物情報等をデータ化し，事務処
理の時間短縮が図られるため，「継続」
とする。
新システムにおいても研修会へ積極

的に参加し，職員の技術力向上に努め
るとともに，入力操作やデザインなど利
便性向上を進めること。

事業費：３，３５３千円

（うち人件費：２，７０２千円）

事業費：１３，２９４千円

（うち人件費：３７６千円）

事業費：７，０１４千円

（うち人件費：６，１１０千円）
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43

都
市
建
設
部

建築
指導
課

「つくば市
耐震改修促
進計画」に
基づく事業

建築物の耐震化を進め，地震
時の人的，物的被害を軽減す
るとともに，被災後の復旧に
係る市の財政負担を軽減する
ため，市民に対する耐震相談
会や啓発活動等を行う。

継続 改善 － － 継続 改善 耐震改修促進法に基づく事業のた
め，「継続」とする。
市民の耐震化に関する意識を向上さ

せるためより具体的なパンフレット作成
や積極的な相談会を行うなど，より効果
的な啓発活動の手法を検討する必要
がある。

都
市

道路
課

法定外公共
物管理事業

法定外公共物（市道認定外の
道路，水路等）に係る土地利
用者の安全性及び利便性を
確保するため，法定外公共物
の使用又は工事施行等の許
可を行う。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 改善 法定外公共物の適正管理に必要な事
業であるため，「継続」とする。
効率的な財産の運用を図るとともに，

払い下げ，処分業務と連携をとって，不
要な法定外公共物は積極的に廃止処
分するなど財源確保を進めること。

事業費：２，７４０千円

（うち人件費：７４０千円）

事業費：２７，６４８千円

（うち人件費：６，７７４千円）

44
市
建
設
部

可を行う。 分するなど財源確保を進めること。

事業費：２，７４０千円

（うち人件費：７４０千円）

事業費：２７，６４８千円

（うち人件費：６，７７４千円）
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45

都
市
建
設
部

道路
課

単独道路改
良事業

市民の安全性，利便性を向上
し，地域の活性化を図るため，
市内生活道路の拡幅改良整
備を行う。

継続 現行ど
おり

継続 改善 ・第一段階評価
通学路や緊急車両の通行に

支障のある狭隘道路を改善す
ることで，危険性が解消され市
民の安全性が向上することか
ら，「継続」とする。
・第二段階評価
目標値を掲げて，整備箇所

等を広報紙等で市民に開示し
ながら，予算の制約はあると
思うが，より積極的に推進して
いただきたい。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 緊急車両等の通行や市民の交通安
全性の向上が図られているため，「継
続」とする。
目標値を掲げて，整備箇所等を市報

等で市民に開示しながら，計画的に事
業を推進すること。

営繕
住宅
課

市営住宅滞
納整理事務

市営住宅入居者の義務である
住宅使用料の未払いを解消
するため，住宅使用料を滞納
している入居者に対して，督

継続 改善 － － 継続 改善 市営住宅の健全運営に滞納整理事
務は必要不可欠なため「継続」とする。
減免規定の検討を進めながら，納税

課の納税相談事業を参考にするなど，

事業費：３１２，２３４千円

（うち人件費：２３，５２６千円）

事業費：７，５００千円

（うち人件費：７，０２５千円）

46

都
市
建
設
部

している入居者に対して，督
促状の送付，電話による催
告，訪問等を行い，滞納使用
料の納付を促す。

課の納税相談事業を参考にするなど，
さらなる徴収率向上策を検討，実施す
ること。

事業費：３１２，２３４千円

（うち人件費：２３，５２６千円）

事業費：７，５００千円

（うち人件費：７，０２５千円）
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47

上
下
水
道
部

下水
道管
理課

下水道管渠
維持管理事
業

下水道管渠施設の正常な機
能を確保するため，管渠施設
の清掃・調査・補修を行う。

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
管渠施設の正常な機能を確

保するために必要不可欠な事
業であることから「継続」とす
る。
・第二段階評価
合理的な運営に努め経費削

減を図るとともに，上水道も含
めて企業経営として考えていく
必要がある。また，利用促進
のため，関係部署が連携し，
料金設定から，課金の仕方な
ど見直しをしていただきたい。
以上のことから「改善」とす

る。

継続 改善 下水道管渠施設の正常な機能を維持
するために必要不可欠な事業であるこ
とから「継続」とする。
今後も，引き続き経費削減を図るとと

もに，上水道等の関係部署と連携して
利用促進を図ること。

下水
道整
備課

公共下水道
建設事業

河川等の汚染防止と生活環
境の向上を図るため，事業認
可最終年度である平成22年度

継続 改善 継続 改善 ・第一段階評価
全体計画に基づき，管径等を

決定し整備しているため，途中

継続 改善 公共水域の汚染防止や生活環境の
保全が図られているため，「継続」とす
る。

事業費：１２７，６７１千円

（うち人件費：４，５１６千円）

事業費：１０５，３６２千円

（うち人件費：２，３１９千円）

48

上
下
水
道
部

備課 可最終年度である平成22年度
までに，事業認可取得地内の
下水道管渠整備を行う。

決定し整備しているため，途中
で中止することは投資効果が
減じるため「継続」とする。
・第二段階評価
コスト削減に今後もより一層

取り組んでいただきたい。ま
た，下水道を管理する側との
連携をより強化し，維持管理コ
ストの削減に配慮した整備に
取り組んでいただきたい。
以上のことから「改善」とす

る。

る。
下水道と浄化槽等整備との費用対効

果を検証しながら，今後も引き続き管理
コストの削減等に配慮した整備に努め
ること。

事業費：１２７，６７１千円

（うち人件費：４，５１６千円）

事業費：１０５，３６２千円

（うち人件費：２，３１９千円）
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49

消
防
本
部

予防
広報
課

防火・防災
管理講習事
業

各事業所における防火防災意
識の高揚や法令に基づく適正
な運用を図るため，防火管理
者等の資格取得を希望する者
並びに防火管理再講習受講
義務者に対して，必要な講習
を実施する。

継続 改善 － － 継続 改善 防火・防災管理者の養成を目的とし
て，法律で実施が義務付けられている
事業であるため，「継続」とする。
選任義務の広報と同時に講習の効率

化などにより，受講義務者のニーズに
対応すること。

50

消
防
本

警防
課

救急講習会
開催事業

急病・事故等における傷病者
の救命率を向上させるため，
救急車到着前の応急手当技
術を習得する講習会を開催す
る。

継続 現行ど
おり

－ － 継続 現行ど
おり

救命率の向上のため，国が法的に推
進している事業であるため，「継続」とす
る。
指導者の育成及び講習内容の充実を

図り，積極的に事業を推進すること。

事業費：２，２５８千円

（うち人件費：２，２５８千円）

事業費：７，６８２千円

（うち人件費：６，４１１千円）

50
本
部

事業費：２，２５８千円

（うち人件費：２，２５８千円）

事業費：７，６８２千円

（うち人件費：６，４１１千円）

19


